
特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（抜粋）

（平成５年６月１６日法律第７２号）

（目的）

第１条 この法律は、特定農山村地域について、地域における創意工夫を生かしつつ、

農林業その他の事業の活性化のための基盤の整備を促進するための措置を講ずることに

より、地域の特性に即した農林業その他の事業の振興を図り、もって豊かで住みよい農

山村の育成に寄与することを目的とする。

（定義等）

第２条 この法律において「特定農山村地域」とは、地勢等の地理的条件が悪く、農業

の生産条件が不利な地域であり、かつ、土地利用の状況、農林業従事者数等からみて農

林業が重要な事業である地域として、政令で定める要件に該当するものをいう。

２ この法律において「農林地等」とは、次に掲げる土地をいう。

一 耕作の目的又は主として耕作若しくは養畜の事業のための採草若しくは家畜の

放牧の目的に供される土地（以下「農用地」という ）及び開発して農用地とする。

ことが適当な土地

二 木竹の生育に供され、併せて耕作又は養畜の事業のための採草又は家畜の放牧

の目的に供される土地（農用地及び次号に規定する林地を除く ）。

三 木竹の集団的な生育に供される土地（主として農用地又は住宅地若しくはこれ

に準ずる土地として使用される土地を除く。以下「林地」という ）及び林地とす。

ることが適当な土地

四 次項第二号に規定する農林業等活性化基盤施設の用に供される土地及び開発し

て農林業等活性化基盤施設の用に供されることが適当な土地

五 前各号に掲げる土地のほか、これらの土地との一体的な利用に供されることが

適当な土地

３ この法律において「農林業等活性化基盤整備促進事業」とは、この法律で定める

ところにより、市町村が行う次に掲げる事業をいう。

一 次に掲げる農林業その他の事業の活性化を図るための措置の実施を促進する事

業

イ 新規の作物の導入その他生産方式の改善による農業経営（食用きのこその他の

林産物の生産を併せ行うものを含む。以下同じ ）の改善及び安定に関する措置。

ロ 農用地及び森林の保全及び農林業上の利用の確保に関する措置

ハ 需要の開拓、新商品の開発その他の地域特産物の生産及び販売に関する措置

ニ 都市住民の農林業の体験その他の都市等との地域間交流に関する措置

ホ その他地域における就業機会の増大に寄与する措置

二 前号に掲げる措置を実施するために必要な農業用施設、林業用施設その他主務

省令で定める施設（以下「農林業等活性化基盤施設」という ）の整備を促進する。

事業



三 農林地（農用地及び林地をいう。以下同じ ）の農林業上の効率的かつ総合的。

な利用の確保及び農林業等活性化基盤施設の円滑な整備の促進を図るため、農林地

等を対象として、所有権の移転又は地上権、賃借権若しくは使用貸借による権利の

設定若しくは移転（以下「所有権の移転等」という ）を促進する事業（以下「農。

林地所有権移転等促進事業」という ）。

四 農林業その他の事業を担うべき人材の育成及び確保その他農林業その他の事業

の活性化を促進するために必要な事業

４ 主務大臣は、第一項の政令で定める要件に該当する特定農山村地域を公示するも

のとする。

５ 主務大臣は、第三項第二号の主務省令を定めようとするときは、あらかじめ、関

係行政機関の長と協議するものとする。

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律施行令

（抜粋）

（平成５年９月２７日政令第３１５号）

（特定農山村地域の要件）

第１条 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法

律 （以下「法」という ）第二条第一項 の政令で定める要件は、市町村の区域につい。

て次の各号に、又は第二号に該当する市町村の区域内の昭和二十五年二月一日における

市町村の区域について第一号及び第四号に掲げるとおりとする。

一 次のいずれかに該当すること。

イ 当該区域内にある田の面積のうち勾配が二十分の一以上の土地にある田の面積

の占める比率が百分の五十以上であって、かつ、当該区域内にある耕地の面積の

うち田の面積の占める比率が百分の三十三以上であること又は当該区域内にある

畑の面積のうち勾配が十五度以上の土地にある畑の面積の占める比率が百分の五

十以上であって、かつ、当該区域内にある耕地の面積のうち畑の面積の占める比

率が百分の三十三以上であること。

ロ 農林業センサス規則 （昭和四十四年農林省令第三十九号）に基づく林業調査

（以下「林業調査」という ）の結果による平成二年における当該区域に係る林。

野率が百分の七十五以上であること。

二 作物統計調査規則 （昭和四十六年農林省令第四十号）に基づく面積調査の結果

による平成二年における当該市町村の区域に係る耕地面積及び林業調査の結果によ

る平成二年における当該市町村の区域に係る林野面積が、当該市町村の区域に係る

総土地面積の百分の八十一以上であること又は農林業センサス規則 に基づく農業

調査及び林業調査の結果による平成二年（ただし、沖縄県にあっては、平成元年）



における当該市町村の区域に係る農林業従事者数が、国勢調査の結果による平成二

年における当該市町村の区域に係る十五歳以上の人口の百分の十以 上であ

ること。

三 当該市町村の区域の全部又は一部が平成五年九月一日における次に掲げる区域

に含まれるものでないこと。

イ 首都圏整備法 （昭和三十一年法律第八十三号）第二条第三項 に規定する既成

市街地及び同条第四項 に規定する近郊整備地帯

ロ 近畿圏整備法 （昭和三十八年法律第百二十九号）第二条第三項 に規定する既

成都市区域及び同条第四項 に規定する近郊整備区域

ハ 中部圏開発整備法 （昭和四十一年法律第百二号）第二条第三項 に規定する都

市整備区域

四 平成五年九月一日における当該区域内の人口が十万未満であること。

２ 前項第一号イに規定する面積は、都道府県が昭和五十八年度に国から委託を受け

て行った農業生産の基盤の整備の状況に関する調査の結果による面積とする。


